
 

のれん分けから始まる『稼ぐ農業』の最短ルート 

～技術継承と経営安定をパッケージ化した 産地･JA･若手･将来の四方よしモデル～ 

 

ＪＡ新潟かがやき 

若井 翔平 

 

Ⅰ．課題の背景 

昨今、地域計画を軸として、担い手へ農地の集約・集積が行われている。現在の担い手の営農継続、

遊休農地の解消等の観点からも重要な取り組みではあるが、IT・DX化技術を活用しても担い手が農地を

受託し続けるには限界がある。並行して若手の新規就農を支援し、地域の担い手として育成していくこ

とが重要である。JA経営としても、生産者の減少とともに事業総利益は年々減少傾向にあり、管理費の

圧縮が続いているものの、組合員の事業利用率が減少していることは顕著である。今後の事業継続の観

点からも、生産者が若手の段階から関係性を構築していく仕組みづくりが重要である。 

 

Ⅱ．提案の趣旨 

地域農業の担い手確保のため、若手新規就農希望者、農業学校生や就職活動中の学生、後継者である

子や孫への「『のれん分け型』新規参入～就農までの定着化ならびに地域農業担い手までの育成実施」の

パッケージ化を提案する。 

 

Ⅲ．提案内容 

１．環境分析（五泉市の農業の状況（五泉市 2020年農林業センサス農林業経営体調査より）） 

・農業経営を行っている農業者は平成 27年～令和２年の５年で 20％減となっている。 

・後継者確保の状況は 78％が後継者不在の状況となっている。 

 

１-２．環境分析（JA（五泉）の米出荷契約数及び出荷者推移） 

・米の出荷契約数および出荷者数は、平成 29年～令和７年で出荷契約数：▲41,440袋/30kg（87.7％）、 

出荷者数：▲358名（69.5％）となっている。 

・水稲作付面積の変化はあまりないが、受委託が進んだ結果、JAが選ばれていない状況が伺える。 

 

２．実施概要（なぜ『のれん分け型』なのか） 

・大規模生産者への２年間の従事を通じて栽培技術・知識の習得、農業機械取得の経費の圧縮、就農後 

の農地・農業機械取得計画策定に係る十分な準備期間を設けることで、農業参入障壁を排除する。 

・品目選定は水稲種子とする。これは県指定の種子生産団体である、採種組合が育苗施設・シードセン 

ターを保有しているため経費圧縮が図れる点、種子は高単価で収益性が高いことから選定する。 

・期間中に JA（他部署連携）、行政が連携し将来ビジョン（営農計画）の策定を支援し、補助金申請な 

どの資金面も含めて、独立後「農業で稼ぐ」を実現する。 

・他地域から就農する場合には、行政企画政策課・地域おこし協力隊と協力し、移住・定着支援制度の 

活用、相談を実施する。 

 

 



 

３．想定する施策実践の流れ 

・JAは受け入れ先となる大規模生産者、採種組合と協議し支援体制を整備する。そのうえで若手就農希 

望者、農業学生、就職活動中の学生への就農提案説明会を実施する（初年度は定員１人）。 

・希望者には１～２か月程度のトライアル就農セミナーを開催。実際に農作業を体験する場を提供する

（給与は支給）。知識面では JAが五泉市の特産や特色を説明し、産地の魅力を伝える。 

・セミナー後に大規模生産者（採種組合）とのマッチングとあわせて JA・行政との相談会を行い、営農 

計画・農地や機械取得、各種補助金を含めた育成計画を策定する。 

・従事時期は農繁期である２月下旬～３月上旬とし農作業の他にヘリやドローンオペレーターを並行し 

て実施し独立に向けた技術習得を行う。 

・農閑期には従事先での感想や希望等について JAとの意見交換を実施し、コミュニケーションを通じ 

て、不安の解消や独立に向けた農業経営に関する知見を養う機会とする。従事後も JA・関係機関との 

協力体制を構築し、伴走しながら独立を支援することが重要である。 

・懸念事項としては、安定的な参加者の確保があげられる。受け入れ側にとっては労働力にもなること 

から計画的な雇用となることが重要である。 

 

４．実践上のポイント 

①実施体制 

・初めから個人で参入するのではなく、大規模生産者、採種組合への２年間の従事を条件とすることで 

技術・知識に加えて関係機関・地域住民との関係性の構築が進み、明確な就農ビジョンを構築できる。 

また、途中リタイヤする可能性がある新規就農者を見極める間としても必要と考える。 

・JAの営農担当者がコーディネーターとなって JA内各部署や関係機関の窓口、受け入れ先との調整役 

 を担うことで従事者の不安を軽減する役割を担う。 

 

②資金面 

・従事期間の３月～10月（８か月間）有償とし、大規模生産者（採種組合）が支払うものとする。育苗 

施設・シードセンター業務にも従事し、組合の作業委託業務を通じて技術・資金の拡充を図る。 

・採種組合を県が定める研修機関に登録し就農準備資金（２年間×150万円）を活用する。その後は、 

経営開始資金（３年間×150万円）を活用し、資金面を支援。 

・大規模生産者（採種組合）のメリットとしては産地の後継者育成、労働力確保、従業員給与として経 

費を計上があげられる。 

   

５．本提案によりもたらされる効果 

・担い手の確保・育成・産地維持を並行して実現できる。 

・ＪＡにとっても各部署が関わりをもつことになるため就農後を見据えた長期的な関係構築ができる。 

・担い手確保・後継者確保は全品目全品種の生産部会、JAの悲願であることから本提案をモデルに様々 

な産地・作物へ波及させて JA事業全体の利用率、収益を向上させることが将来的な目的である。 

  



 

【参考資料】 

①水稲種子生産者の手取りイメージ 

 

 

②水稲種子採種組合の現状（Ａ採種組合） 
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